
1　事業の概要

①　成果目標（H28)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

□ 事業を実施しない ■ 事業を見直して実施 □ 事業を現行どおり実施
今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

　総合型クラブについては、永続的な安定運営を意識した、クラブマネジャーを中心としたスタッフの育成について支援するとともに、連絡
協議会を通じたクラブ間の情報交換をより一層充実させて、課題に対応していく。市町村の理解を深め、地域での認知度を向上させる。
　スポーツ無関心層も含めた住民がより気軽に参加できる身近なスポーツ環境を整備することにより、健康寿命の延伸と地域活性化を推進
する。

目標に対
する成果
の状況

　総合型クラブについては、総クラブ数、総会員数ともに微増である。新設されたクラブがある反面、クラブの核となるマネジャーの世代交代
ができず、活動の見直しを図っているクラブあり、安定運営等新たな課題が生まれてきている。
　県の週１回以上運動・スポーツ実施率は昨年の45.1％から４％上回った（全国的には2.1％の増）。１年間一度もしない人の割合について
は４年連続11.5～11.8％の間で推移しており大きな変化は見られない。この割合をゼロに近づけるためにスポーツ無関心層へのアプロー
チが必要であると考える。

 概算事業費（B（A）+C） 17,536 20,471 20,807

12,662 12,662

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

予
算
額

前年度繰越

概　算
人件費

1.60 1.60 1.60

13,242

4,294 7,809

地域スポーツ拠点マルチ化事業
（総合型地域スポーツクラブ活動
推進事業）

直接

区　　分（単位：千円） 27年度 28年度

Aの
財源

8,206 8,145

3,198 3,198 3,198

1,980 5,008 4,947

補正予算

実施方法 H28事業実績
H28 H29

（当初） （決算） （当初）

スポーツ活動指導者講習会 直接 社会体育指導者研修（2日） 773 532 760

3 スポーツの振興 実施期間 Ｓ48 ～

県が関与
する理由

県関与の必要性あり
【左記の説明、根拠法令等】

事業範囲が複数市町村に及ぶため

総合５か年
計画

プロジェクト  4-1-2 健康づくり・医療充実 E-mail sports-ka@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
7-3 生涯を通じた学びと文化・スポーツに親しむ環境づくり

目指す姿

現状
（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施中

人口定着・
確かな暮ら
し実現総合
戦略

信州創生の基本方針 １-４人生を楽しむことができる多様な働き方・暮らし方の創造
5-4　賑わいある快適な健康長寿のまち・むらづくり

事業番号 15 09 12 事業改善シート （28年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 生涯スポーツ推進事業費 担
当
課

部局 教育委員会事務局

課・局・室 スポーツ課

○県民誰もが、年齢、体力、技術、適性、興味・目的に応じて安全にスポーツに親しむことができる生涯スポーツ社会の実現を目指す。
○総合型地域スポーツクラブ、郡市体育協会、スポーツ少年団、公民館、その他スポーツクラブが、コミュニティの中心として、充実した活
動を展開することを目指す。

○地域におけるスポーツ活動の拠点として「総合型地域スポーツクラブ」が活動を展開しているが、その会員数の伸びが近年鈍化してい
る。総クラブ数（H26:64⇒H27:65）、総会員数（H26:18,591人⇒H27:19,852人）
○新設されたクラブがある反面、クラブの核となるマネジャーの世代交代ができず、活動の休止になったクラブがある。安定運営等が新た
な課題となっている。また、スポーツ無関心層も含めた住民がより気軽に参加できる身近なスポーツ環境を整備する必要がある。
○H26の運動・スポーツ実施率については、豪雪、土石流、噴火、地震など、県内各地で自然災害が相次いで発生したため、県民のス
ポーツに対する機会の減少や気運の低下が、マイナスの方向へ作用したものと考えられる。より気軽にスポーツに取り組める環境の整備
や、機会の拡大を図ることにより、スポーツ実施人口を増加させるとともに、健康寿命の延伸、地域コミュニティの再生、地域経済の活性化
等に寄与することが必要。

信州チャレンジスポーツDAY2016開催 負担金

8,206 8,145

合計（A) 5,178

地域スポーツ拠点マルチ化事業
（地域スポーツの新たなプラット
フォーム形成支援事業）

補助金
・スポーツプログラムを実施するために必要となる指導
者の派遣費やスポーツ用具費等に対し補助　補助先
（モデル5市町村）

45.1%

29年度

当初予算 5,178

○運動・スポーツ実施率（成人の週１回以上運動・スポーツを行う者の割合）　・・・平成29年度までに65.0％
　　H28は、基準年（H24）から毎年3.3ポイントずつの上昇を目指し、61.6％とする
○総合型地域スポーツクラブの加入者数をH29に25,000人となることを目標とし、次年度以降、毎年1,500人ずつの増加を目指す。
○県人口のうち地域スポーツクラブ会員の割合をH31に12％に達することを目標とし、H26以降毎年約0.2ポイントずつの上昇を目指す。

Ｈ28 H29
目標

H27末

成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目

25,000人

3,500 3,500

・指導者派遣・連絡協議会開催
　（3回/年（全県）、4回/年（4地区で各1回開催））
・ｱｼｽﾀﾝﾄﾏﾈｼﾞｬｰ養成講習会開催（3日間）

933 798 885

3,000 2,979 3,000

合計 8,206 7,809

成果目標の達成状況

項目 H26末

47.4%

8,145

信州チャレンジスポーツＤＡＹ実行委員会への負担金 3,500

未達成19,852人

10.1%

目標 成果

9.9% 11.3%

23,500人 20,080人

運動・スポーツ実施率

総合型クラブ加入者数

地域スポーツ会員比率 未達成 11.5%

61.6% 49.3% 未達成

施策展開

２-(1)多様な人材の定着

（イ）多様なライフスタイルの展開

４-（2）信州に根付くつながりの継承

（ウ）文化・芸術・スポーツ活動等による地域活性化

18,591人

10.8%

達成状況

65.0%


